別記様式第1-2号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

応募資格チェックリスト
次に掲げる応募資格を満たしている場合は、□にチェックしてください。
※本公募への応募は、全ての応募資格を満たしている必要があります。
	✔
	応募資格

	
	応募要項３－（１）に規定されているいずれかの法人であること。

	
	代表者が社会的信頼を得ていること（過去の法令違反等に係る処分歴、公序良俗に反する事業実施等がないこと）。

	
	介護保険法（平成9年法律第123号）に規定する居宅サービス（居宅療養管理指導、福祉用具貸与及び特定福祉用具販売を除く）、地域密着型サービス及び施設サービスについて、いずれかのサービスを1年間以上運営している実績があること。

	
	介護保険法（平成9年法律第123号）第78条の２第４項及び第115条の12第２項に規定する欠格事由等に該当しないこと。

	
	法人が運営する事業所において、過去５年間、介護保険法（平成9年法律第123号）に掲げる「勧告、命令等」、「指定の取消し等」、「設備の使用制限等」、「変更命令」、「業務運営の勧告、命令等」、「許可の取消し等」の規定に基づく行政上の措置を受けていないこと。

	
	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しないこと。

	
	文京区指名競争入札の参加資格を有する者に対する指名停止取扱要綱（18文総契第347号）による指名停止処分を受けていないこと。

	
	文京区契約における暴力団等排除措置要綱（23文総契第306号）第４条の入札参加除外措置を受けていないこと。

	
	すべての関係者において、文京区暴力団排除条例（平成24年3月文京区条例第4号）第2条第１号から第３号に規定する暴力団員及び暴力団関係者でないこと。

	
	原則として、過去３期連続して営業活動に基づく黒字が出ていること（一時的な事由による赤字の場合を除く。なお、過去３期のうち２期に営業活動に基づく赤字が出ている場合は認められない。）

	
	債務超過でないこと。また、社会福祉法人にあっては、現状及び整備計画による負債総額が資産総額の２分の１を超えないこと。

	
	国税及び地方税を滞納していないこと。

	
	（オーナー型の場合）オーナーが応募資格を満たしていることを確認した。


以上の記載内容に虚偽がないことを証明します。
　令和　 　年　　月　　日
法 人 名：　　　　　　　　　　　　
代表者名：　　　　　　　　　　　　 
